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令和６年度当初予算案及び諸議案を提出するに当たり、私の町政の運

営における所信と施策の概要につきまして、ご説明申し上げ、議員各位

をはじめ、町民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

 我が国の経済状況は、コロナ禍の３年間を乗り越え改善しつつあり、

30年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲などにより、経済

には前向きな動きが見られ、デフレから脱却し、経済の新たなステージ

に移行する千載一遇のチャンスを迎えているところである一方、賃金上

昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いておらず、個人消

費や設備投資は依然として力強さを欠いており、これらを放置すれば、

再びデフレに戻るリスクがあるとされ、また、世界的な金融引き締めに

伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景

気を下押しするリスクとなっており、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、

金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があるとされておりま

す。 

 このため国では、デフレ脱却のための一時的な措置として、国民の可

処分所得を下支えするとともに、構造的賃上げに向けた供給力の強化を

図ることとしております。 

こうした国の動きを受け、本町では、令和５年11月２日に閣議決定さ

れた「デフレ完全脱却のための総合経済対策」の内容を踏まえ、物価高

騰への対策、子ども・子育て世代への支援の拡充をはじめ、昨年５月の

５期目の町長就任に当たり掲げた、人と人とのつながりを取り戻し、心

をつなぐ、「持続可能なまちづくり」と「５つの応援施策」を２本の柱

とした『「進・ゆがわら元気回復プラン」～心のかよう元気あるまちづ

くり～』を町政運営の基本として予算を編成してまいりました。 

歳入の根幹をなす町税については、景気の緩やかな持ち直しを見込み

個人町民税、法人町民税などが令和５年度と比較して増額となったもの

の、評価替えに伴う固定資産税・都市計画税の減額など町税全体として

は微増に留まる見通しでございます。 

 また、多くの方から本町を応援していただいております「ふるさと納

税」については、全国に先駆けて導入した「ふるさと納税自動販売機」

の仕組みの活用や、新たに開設したふるさと納税特設サイトを積極的に
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活用するなど、あらゆる角度から本町の魅力を広くＰＲすることで、よ

り多くのご支援をいただけるよう努めてまいります。 

一方、歳出では、昨今の諸物価高騰を背景とした光熱水費や委託料の

高騰などにより、例年以上に経常的な経費にかかる予算額が増となって

いるほか、介護や福祉、児童関係の社会保障制度の充実に向けた各種サー

ビスにかかる経費は引き続き増加することが予想されております。また、

高機能消防指令センター整備事業や万葉公園等再整備事業などのために

借り入れた地方債の償還に伴う公債費の増などにより、予算総額に占め

る義務的経費の割合が高くなっております。 

このような困難な状況下においても、積極的に国や県の支援を仰ぎな

がら、解決すべき課題を一つ一つ着実に克服し、「ゆがわら2021プラン」

で掲げる町の将来像である「湯けむりと笑顔あふれる四季彩のまち 湯

河原」の実現に向けた諸施策を展開してまいります。 

それでは、令和６年度予算の骨子につきまして、５つの基本目標に沿

ってご説明申し上げます。 

まず、「魅力と活力にあふれにぎわいのあるまちづくり」の施策とし

ては、観光の振興における観光資源の拡充・整備では、イベントの充実

として、「やっさまつり」をはじめ「梅の宴」、「さつきの郷」、「も

みじの郷」など四季折々の魅力ある観光行事を開催し、集客に努めてま

いります。また、宿泊データ分析システムを活用して宿泊者の傾向を把

握することにより、観光ニーズを的確に捉えた魅力的な観光地を目指し

てまいります。 

さらに「ゆがわらハロウィン」の後継として予定される「（仮称）オー

タムフェスタ」の開催につきまして、引き続き補助を行ってまいります。 

名物料理・商品の開拓では、魅力ある特産品を「made in ゆがわら」

に認定し、湯河原らしさと付加価値を付けてブランド化を図り、また、

ふるさと納税の返礼品としても全国に発信し、販路を拡大するとともに、

地域経済の活性化につなげてまいります。 

歴史的・文化的資源の発掘、活用では、文化の発信地・湯河原温泉を

アピールし、多くの方々に知っていただくため、湯河原文学賞事業とし

て全国から俳句作品を募集するほか、「俳句会」を開催し、文化の振興
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及び文学の町としてのイメージの向上を図ってまいります。 

観光資源の発掘と情報の収集では、地域の情報を掲載した情報紙の発

行、ＳＮＳや各種媒体の活用などにより、最新情報をタイムリーに提供

いたします。併せて、これまでも実績を重ねてきたロケツーリズム推進

事業を継続して展開し、町の知名度アップにつなげてまいります。 

地域産業の振興として、商業基盤の整備では、商工会と連携し、駅周

辺地域や商店街における各種事業補助を実施するほか、町内産業の掘り

起こしとして、町内の特産品や名産品などをより多くの方に知っていた

だき、購入していただけるよう伴走型の創業支援を実施し、新たな販売

チャンネルを獲得することで、販路の開拓や拡大及び新規企画や開発に

よる地域産業の活性化を図ってまいります。 

また、町内経済の活性化及び住環境の向上を図るために、住宅の改修

や改良などのリフォーム工事に係る費用の一部を補助することで、町内

消費を促してまいります。 

 農業生産基盤の整備では、広域農道小田原湯河原線の早期完成に向け

て、神奈川県と連携し、引き続き事業の推進を図ってまいります。また、

昨年度に続き、広域農道沿線に河津桜を植樹し、新たな名所「フラワー

ロード」の整備に取り組み、多くの方に愛される農道を目指してまいり

ます。 

サルやイノシシなどの有害鳥獣の被害対策につきましては、町、鳥獣

対策協議会、猟友会、ＪＡかながわ西湘湯河原支店鳥獣対策部会などが

共に協力して追い払いや捕獲等を実施するとともに、電気柵などの防護

資材や捕獲資材の購入費用の一部を助成するなど、被害の減少と抑制に

努めてまいります。 

また、本町の農業や農地を将来世代にしっかりと引き継いでいくため

の「人・農地プラン」が法定化されたことに伴い「地域計画」を策定し

てまいります。 

 林業基盤の整備では、水源環境の保全及び再生を目指した地域水源林

の整備を進めるとともに、幕山地区における生活環境保全林の整備とし

て、湯河原梅林の剪定、下刈り、施肥などを行い、保護及び育成に努め

てまいります。 
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地方創生の推進として、町の総合計画「ゆがわら2021プラン」前期基

本計画の計画期間が令和７年度で終了となるため、令和８年度を始期と

する後期基本計画の策定に着手するほか、「湯河原町まち・ひと・しご

と創生総合戦略プラン」に基づき、本町の魅力を高めていくため、町と

関係団体が一体となって地方創生の更なる推進を図ってまいります。 

空き家・空き店舗の活用では、空き家等の状況を把握することで、移

住や起業を希望する方への支援につなげてまいります。また、防災上危

険と判断される空き家の除却に係る解体費用の一部を補助いたします。 

 次に「ともに支え合い笑顔で暮らせるまちづくり」の施策としては、

保健・医療の充実として、乳幼児期から高齢期までのライフステージに

合わせた「第２期湯河原町健康増進計画・食育推進計画」に掲げた健康

寿命を延ばすための各種事業を推進してまいります。また、第３期計画

改訂に向け、健康状況調査を実施いたします。 

 母子保健の推進では、湯河原町母子保健型子育て世代包括支援セン

ター「ほんわか」において、助産師や保健師等が、各家庭の状況に合わ

せて面接や家庭訪問を行うなど、妊娠時から出産・子育てまでの一貫し

た伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出時に５万円相当、出

生届出時に５万円相当の合計10万円相当の経済的支援を実施いたします。 

 こころの健康づくりの推進では、「湯河原町いのち支える自殺対策計

画」の第２期計画に基づき、相談業務、講演会、研修会等を開催し、誰

もが心身ともに健全に生活できる環境づくりの充実を目指します。 

 予防対策では、各種検（健）診の受診率の向上を図るとともに、生活

習慣病及びその重症化の予防を目的とした健康教室等を実施いたします。 

 各種予防接種につきましては、新たに50歳以上の帯状疱疹ワクチン接

種者に対する助成を開始いたします。 

 また、急激に進行する高齢化社会に対応するため、75歳以上の高齢者

に対する保健事業と介護予防の一体的な実施を、国や神奈川県後期高齢

者医療広域連合と連携して推進してまいります。 

地域医療体制の充実では、引き続き、町内における休日当番医や広域

における病院群輪番制を実施してまいります。 

 共生社会の実現として、地域福祉では、「第２期湯河原町地域福祉計
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画」に基づき、地域の方々と連携、協働して推進するとともに、地域福

祉の拠点となる社会福祉協議会を支援してまいります。  

 児童福祉・子育て支援では、「第２期湯河原町子ども・子育て支援事

業計画」に基づき、自然とやさしさの中で健やかに子どもが育つまちの

実現を目指し、子育て支援センターを中心としたワンストップによる子

育て支援として、一時預かり事業、子育てサロン運営事業、ファミリー

サポートセンター事業を展開するとともに、ゆたぽん子育て相談を実施

し、子育てや子どもの育ちに関する様々な相談に応じ、共に考えること

で、支援の充実を図ってまいります。併せて、第３期計画（令和７年度

～11年度）の策定に取り組んでまいります。 

 子育てしやすい環境づくりに向けて、安心して子どもを生み育て、次

世代を担う子どもの健やかな成長を町全体として応援するため、乳児を

養育している世帯に対して宅配による紙おむつ等の支給を行うとともに、

多くの妊婦の方々に登録いただいております妊婦専用の救急自動車「マ

タニティ・サポート１１９」の活用を促進してまいります。 

小児医療費助成では、中学校修了までの入院及び通院にかかる医療費

の自己負担分を助成するとともに、各自治体による助成対象年齢や助成

内容に差が生じることなく、全国どこにいても、同じ水準により医療費

助成が受けられるよう、引き続き、国などに法的制度化を要望してまい

ります。 

また、小・中学校入学時には、町全体で入学をお祝いし、祝金を支給

することにより、家庭の経済的負担の軽減を図るほか、高校生の保護者

の負担軽減のため、通学定期券の購入費の一部を補助し、児童・生徒の

健全な育成を支援してまいります。 

障がい児者福祉では、「第７期湯河原町障がい福祉計画・第３期湯河

原町障がい児福祉計画」に基づき、障がい児者等が地域の中で「その人

らしく暮らす」ことができるよう、県や近隣市町とも連携を図りながら

「ひとりひとりを大切にする」取り組みを推進してまいります。 

高齢者福祉では、「第９期湯河原町介護保険事業計画」に基づき、介

護、福祉、健康の各種サービスの充実を図るとともに、「高齢者が安心

と生きがいを実感できるまちづくり」を実現するために、高齢者健康増
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進事業や介護・生活支援事業などにおいて、超高齢社会の実情に即した

各種支援等を促進することで、心身の健康増進を図ってまいります。 

 次に「四季彩と暮らしが調和した安全・安心のまちづくり」の施策と

しては、計画的な土地利用による自然環境の保全における地球温暖化防

止対策では、国の施策として2050年までに温室効果ガスの排出を国全体

としてゼロにする「カーボンニュートラル」を目指す中、本町において

は、住宅用スマートエネルギー設備の設置費用の補助により、再生可能

エネルギーの有効的な活用を促進し、環境負荷の少ない生活様式の普及

を図ってまいります。また、電気自動車等の普及に欠かすことのできな

い急速充電設備の管理・運用を行ってまいります。  

 持続可能な生活環境の構築として、リサイクルの促進を図るため、地

域の方にびん・カンの分別指導員としてご協力をいただき、分別収集の

ルールの徹底を図ってまいります。また、資源回収にご協力いただける

団体に対して奨励金を交付し、ごみの減量化と再資源化を進めてまいり

ます。 

ごみ処理体制の充実として、ごみ収集対策事業では、日常排出される

ごみの収集業務の効率化を図るため、引き続き、町内全域の収集業務を

民間委託してまいります。 

また、箱根町、真鶴町、湯河原町及び湯河原町真鶴町衛生組合におい

て締結した「可燃ごみ共同処理事業に関する覚書」に基づき、足柄下郡

３町の可燃ごみの共同処理を実施するため、美化センターごみ焼却施設

を24時間運転とするための基幹的設備改良事業に着手することに伴い、

衛生組合に対する負担金が一時的に増額となりますが、将来にわたるご

み処理の広域化による効率的なごみ処理体制の構築を目指し、「低炭素

社会」、「循環型社会」形成の推進を図ってまいります。 

し尿・浄化槽汚泥処理体制の充実では、熱海市に委託し適正処理を実

施することで、し尿・浄化槽汚泥の安定的な処理を行ってまいります。 

生活環境の保全では、町内パトロール及び散乱ごみ等の撤去を民間委

託することで、不法投棄や散乱ごみの防止に努めてまいります。 

 都市公園の整備では、「公園長寿命化計画」に基づき公園遊具の改修

及び補修を行い、安全に公園施設を利用できるよう努めてまいります。 
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安全・安心の実現として、近年の台風や大雨被害の激甚化を受け、生

命、身体、財産などに被害が生じるおそれのある立木について、倒木を

未然に防ぐことを目的に、重点期間を定め、危険木等の除去に係る費用

の一部を補助いたします。 

防災・危機管理では、災害用非常食及び避難生活用品の計画的な備蓄

を進め、災害時の安心に備えてまいります。 

 防犯体制の充実では、各地区からの要望を踏まえた防犯灯の整備を引

き続き行うとともに、防犯カメラの設置が犯罪抑止において有効性が高

いことから、一般住宅への設置に対する費用の一部を補助いたします。

また、特殊詐欺被害を未然に防止するため、迷惑電話防止機能付き電話

機器の購入費の一部助成を新たに開始いたします。 

消防体制の整備では、県内消防本部が共同で整備・運用している消防

救急デジタル無線設備が令和７年度に更新時期を迎えるため、実施設計

業務を委託します。また、川堀第８分団に配備しております消防ポンプ

自動車を更新いたします。 

交通ネットワークの整備として、道路の新設・改良では、「湯河原町

舗装維持管理計画」等に基づき、川堀鍛冶屋線、オレンジラインなどの

道路改良工事を実施いたします。また、「湯河原町トンネル長寿命化修

繕計画」に基づき、トンネルの定期点検を実施いたします。 

公共交通網の充実では、予約型乗合い交通「ゆたぽん号」の土曜日運

行を開始し、利用者の利便性向上に努めるとともに、退出申出のあった

民間バス路線を維持するため運行費の負担を行い、町民生活の移動手段

を確保してまいります。 

 次に「生涯を通じて学び豊かな心を育むまちづくり」の施策としては、

ＩＣＴ教育の推進では、一人１台のタブレットパソコンを活用して、児

童・生徒の主体的で深い学びに向けて、学習意欲や興味・関心の向上に

つながるよう努めるとともに、引き続き、各小・中学校にＩＣＴ機器の

授業における効果的な活用方法の支援を行うＩＣＴ支援員の配置やＩＣ

Ｔ教育研修の実施など、ＩＣＴを活用した学習活動が充実するよう推進

してまいります。 

 学校給食費の保護者負担分については、町補助金額780円を継続し、平
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成26年度からの水準である4,200円を維持してまいります。 

 生涯学習では、社会環境が変化し、利用者のニーズも多様化する中、

図書館の役割としてこれからの変化に的確に対応していくことが求めら

れていることから、本町における生涯学習の拠点としての機能を最大限

に発揮しながら、全ての町民が生涯を通じて学び続けることができる環

境づくりに努めてまいります。 

 町民大学においては、幅広い世代に受け入れられるよう、魅力ある講

座を開催してまいります。 

スポーツ施設の充実では、海浜公園テニスコート、総合運動公園多目

的広場、パークゴルフ場、弓道場、ヘルシープラザ及び町民体育館の全

てのスポーツ施設について、指定管理者による一体的かつ効率的な管理

運営に努めるとともに、より一層のスポーツの普及に努めてまいります。 

また、スポーツの振興では、体育協会やスポーツ少年団などのスポー

ツ団体への支援を行うほか、スポーツ推進委員によるニュースポーツの

普及を推進するとともに、「湯河原温泉オレンジマラソン」や誰もが参

加できるスポーツ行事としての「町民レクリエーションの集い」等の開

催により、町民の体力増進、健康の維持、世代間の交流などを図ってま

いります。 

青少年健全育成では、子ども会、青少年指導員会など、地域の方々と

連携、協働しながら事業を継続し、実施してまいります。また、保護者

が日中家庭にいない児童が、安全で安心して過ごせる場である「学童保

育所」においては、引き続き、民間事業者に運営を委託することで事業

の安定化と効率化を図ってまいります。 

美術館では、収蔵作品を活用した展示を充実させるとともに、特別展

や現代作家展などの展覧会を開催し、文化芸術の振興に努めてまいりま

す。また、ミュージアムカフェや庭園を活用し、温泉場エリアの観光の

拠点の１つとして、より一層の集客を図ってまいります。 

伝統行事・祭事の伝承と活用では、お囃子体験、お飾り作り体験等を

通じて、地域コミュニティの形成や郷土愛の醸成を図ってまいります。 

国際交流では、姉妹都市提携から30年の節目を迎える大韓民国忠州市

との記念事業を実施いたします。 
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次に「みんなでつくる自立と協働のまちづくり」の施策としては、身

近で開かれた行政を目指して、町民が町政に関する情報をいつでも容易

に得られるように、町政運営における公正及び透明性を確保しながら、

行政情報を積極的かつ的確に公開してまいります。また、広報・広聴活

動の充実では、ホームページ、メールマガジン、エフエム熱海湯河原、

ｔｖｋデータ放送などを活用するほか、引き続き、広報ゆがわらをコン

ビニエンスストアなどの身近な場所に配架することで、幅広い情報提供

に努めてまいります。 

男女共同参画社会の実現では、新たな男女共同参画プランの策定を行

いつつ、引き続き、行政において積極的に、政策・方針決定の過程にお

ける女性の参画や人材の育成を図ってまいります。 

コミュニティづくりでは、自助・共助の重要性を町民に周知するとと

もに、地域における行事や防災等の活動の核となる区会を支援してまい

ります。 

社会環境の変化に対応した行政運営の推進では、人事評価制度を活用

しながら、職員研修などによる人材育成、また、適切な人事管理により、

職員が意欲や積極性を持って働くことができる環境の整備を進めてまい

ります。 

財政運営では、大変厳しい状況が続いている中、自主財源の確保を図

るため、「ふるさと納税」について、引き続き、多くの皆様から応援し

ていただけるよう、様々な手法をもって本町の魅力を広くＰＲしてまい

ります。また、事務事業評価などによるＰＤＣＡサイクルを推進するこ

とで、選択と集中により効率的で効果的な事業を展開し、町民のニーズ

に対応できるよう努めてまいります。 

公共施設等については、「公共施設等総合管理計画」及び「個別施設

計画」に基づき、適切な維持管理に努めてまいります。また、役場庁舎

について、今後の庁舎整備の方向性について検討を進めてまいります。 

デジタル化については、自治体情報システムの標準化や共通化、

行政手続きのオンライン化などに取り組み、住民の利便性を更に向

上させるため、「湯河原町ＤＸ推進計画」に基づき、効率的かつ効

果的に推進してまいります。 
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以上の施策を柱に、令和６年度一般会計の予算は、９７億５，６００

万円となり、令和５年度に比べ１，６００万円、０．１６％の増となり

ました。 

以下、各会計、各項目にわたり述べさせていただきます。 
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〔一般会計〕 

 一般会計予算総額は、９７億５，６００万円となり、令和５年度

に比べ１，６００万円、０．１６％の増となりました。 

増額となった主なものといたしましては、諸物価高騰を背景とし

た光熱水費や委託料の高騰などにより経常経費にかかる予算のほか、

ふるさと納税による寄附金の増額を見込んだまちづくり基金積立金、

ごみ処理広域化による美化センターごみ焼却施設の基幹的設備改良

事業に伴う湯河原町真鶴町衛生組合負担金、高機能消防指令セン

ター及び万葉公園等再整備などのために借り入れた地方債償還に伴

う公債費などとなっております。 

一方、減額となった主なものといたしましては、各選挙に伴う執

行経費や、事業の終了に伴う宮上会館及び城堀会館整備事業、消防

自動車（指揮車）整備事業、屈折はしご付き消防自動車分解整備事

業などとなっております。 

 

〔歳入全般〕 

歳入で増額となった主なものといたしましては、町税、地方交付

税、財源調整に伴う財政調整基金繰入金、ふるさと納税による寄附

金を原資に積み立てたまちづくり基金からの繰入金、ふるさと納税

によるまちづくり寄附金などとなっております。 

一方、減額となった主なものといたしましては、国・県支出金、

新規借入額の減少に伴う町債などとなっております。 

 

〔歳 出〕 

議会費 

議会報の発行、議会会議録の公開、本会議のテレビ中継及びＹｏ

ｕＴｕｂｅによる配信を行ってまいります。また、議会報告会など

を通じて、議会基本条例を規範とした開かれた「町民に身近に感じ

る議会」を目指してまいります。 

政治活動関連事業として、ＩＣＴを活用した政治活動推進のため

にタブレット機器の活用を進めてまいります。 
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総務費 

 職員の健康管理として、ストレスチェックを実施し、産業医と連

携してメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、快適な職場環境をつくる

ことで、住民へのサービス向上を図ってまいります。 

 老朽化している役場庁舎については、引き続き整備の方向性を検

討してまいります。 

広報活動の充実を図るため、広報ゆがわらを引き続き、コンビニ

エンスストアなどに配架するとともに、エフエム熱海湯河原などの

コミュニティラジオの活用に加えて、ＦＭラジオアプリやＬＩＮＥ

にメールマガジンのメッセージを配信するなど様々な媒体や手法に

より、災害時を含め広く情報を提供してまいります。 

公共交通網の充実では、予約型乗合い交通「ゆたぽん号」の土曜日運

行を開始し、利用者の利便性向上に努めるとともに、退出申出のあった

民間バス路線を維持するため運行費の負担を行い、町民生活の移動手段

を確保してまいります。 

町内外を問わず、本町の活性化に対して思いを持った人たちをマ

ッチングさせる機能を持つ拠点施設の運営などを通して、移住・交

流人口の増加を図ってまいります。 

「相互協定に関する覚書」を締結したタイ王国ブンイトー市との

連携を基盤とし、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）から草の

根技術協力事業の助成を受け、介護分野における技術協力を行うと

ともに、観光分野や海外人材活用における海外との交流を進めてま

いります。 

文化の発信地・湯河原温泉をアピールし、多くの方々に知ってい

ただくため、湯河原文学賞事業として全国から俳句作品を募集する

ほか、「俳句会」を開催し、文化の振興及び文学の町としてのイメー

ジの向上を図ってまいります。 

好評をいただいております伝統文化体験事業については、引き続

き、町内在住の親子等を対象に体験教室を開催し、地域の魅力を再

認識していただく機会とするとともに、コロナ禍で希薄となってい
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た地域コミュニティの再構築や郷土愛の醸成、地域の伝統文化・生

活文化の保存及び継承につなげてまいります。 

町内経済の活性化及び住環境の向上を図るために、住宅のリフ

ォーム、ブロック塀などの組積造の撤去、住宅庭木の伐採に係る費

用の一部を補助するとともに、近年の台風や大雨被害の激甚化を受

け、町民の生命、身体、財産などに被害が生じるおそれのある立木

については、倒木を未然に防ぐことを目的に、重点期間を定め、危

険木等の除去に係る費用の一部を補助してまいります。 

空き家対策として、空き家などの利活用や管理不全な空き家など

の除却に係る解体費用の一部を補助してまいります。 

町税などの滞納対策として、滞納者に対し、預貯金、給料、動産、

不動産などの差押えを継続して行うとともに、時効等により債権が

失効しないよう徹底した管理に努めてまいります。また、納める意

思はあっても納めることができない納付困難な滞納者に対しては、

生活実態調査や財産調査を行った結果、財産がないなどの明らかな

徴収不能者については、法律に基づいた徴収緩和措置を適用して滞

納額の圧縮に努めてまいります。 

 

民生費 

高齢者の外出を促し、ふれあいの機会を増やすことで、心身の健

康増進を図り、地域の一員として活躍し続けていただけるように、

「敬老のつどい」の開催や温泉施設、マッサージ、パークゴルフ場

及びヘルシープラザの利用助成などの高齢者健康増進事業を推進し

てまいります。 

また、高齢者の生きがいづくりとして、シルバー人材センターや

地域の老人クラブ活動を支援してまいります。 

障がい児者の支援として、「第７期湯河原町障がい福祉計画・第

３期湯河原町障がい児福祉計画」に基づき、障がい児者等が地域の

中で「その人らしく暮らす」ことができるよう、県や近隣市町とも

連携を図りながら「ひとりひとりを大切にする」取り組みを推進し

てまいります。 
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小児医療費助成では、中学校修了までの入院及び通院にかかる医

療費の自己負担分を助成いたします。 

子育て支援では、「第２期湯河原町子ども・子育て支援事業計画」

に基づき、各種子育て支援施策を実施してまいります。また、子育

てしやすい環境づくりに向けて、次世代を担う子どもの健やかな成

長を応援するために、乳児を養育している世帯に宅配を利用して、

紙おむつ等を支給してまいります。併せて令和７年度から令和11年

度までを計画期間とする「第３期湯河原町子ども・子育て支援事業

計画」の策定に取り組んでまいります。 

また、高校生の保護者の負担軽減のため、通学定期券の購入費の

一部を補助いたします。 

子どもからお年寄りまで世代を超えた交流や学び合いの場として

「ゆがわらっことつくる多世代の居場所」を提供している一般社団

法人ユガラボを支援してまいります。 

国民健康保険事業、介護保険事業及び後期高齢者医療の特別会計

への繰出金について、国民健康保険事業においては、被保険者数が

減少傾向にあることなどから繰出金についても減少しておりますが、

介護保険事業や後期高齢者医療については、今後、ますますの超高

齢化が予測されることから、未病対策や介護予防、健康増進を図る

とともに、ジェネリック医薬品の利用促進などを通じて、給付費の

抑制に努めてまいります。 

 

衛生費 

母子保健事業では、妊婦健康診査や産後うつの予防・早期介入を

目的とした産婦健康診査、新生児聴覚検査費の補助などを実施して

まいります。また、湯河原町母子保健型子育て世代包括支援センター

「ほんわか」では、妊産期から保健師及び助産師が家庭訪問を実施

し、その家庭の養育状況を継続的に把握しながら必要な支援へつな

ぎ、健やかな育児及び虐待予防を推進してまいります。 

更に、国や県と連携して妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴

走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出時に５万円相当、出
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生届出時に５万円相当の合計10万円相当の経済的支援を実施いたし

ます。 

保健予防・医療体制では、休日などにおける町民の傷病に対応す

るため、引き続き、町内における休日当番医や県西地域における二

次救急医療の体制を確保してまいります。また、新たに50歳以上の

帯状疱疹ワクチン接種者に対する助成を開始いたします。 

自殺対策計画推進事業では、「湯河原町いのち支える自殺対策計

画」の第２期計画に基づき、相談業務、講演会、研修会等を開催し、

各事業の更なる充実を図ってまいります。 

ごみ収集対策事業では、収集業務において、民間活力を導入して

町内全域を収集することで、効率的かつ効果的な収集体制の確立を

図ってまいります。 

ごみの処分については、湯河原町真鶴町衛生組合におけるごみ処

理に係る費用、施設の維持管理費用、設備改修費用などを負担して

おりますが、足柄下郡３町及び湯河原町真鶴町衛生組合において締

結した「可燃ごみ共同処理事業に関する覚書」に基づき、足柄下郡

３町の可燃ごみの共同処理を行うため、美化センターごみ焼却施設

を24時間運転とするための基幹的設備改良事業に着手いたしますが、

広域で共同処理するメリットを生かし、安定したごみ処理体制を維

持するとともに、効率的な運営を図ってまいります。 

し尿等処理事業では、熱海市に業務委託することにより、安定的

な処理に努めてまいります。 

 

農林水産業費 

農業を活性化するため、本町の農地環境に適した新たな農産物へ

の改植や付加価値の高い農産物の生産を目指して、農業経営合理化

振興事業を推進してまいります。 

有害鳥獣の被害防止対策として、サルに対する追い払い活動を継

続するとともに、イノシシなどによる農作物の被害で農業従事者が

生産意欲を失うことがないよう、電気柵などの防護資材や捕獲資材

の購入費用の一部を助成することで被害の減少と抑制に努めてまい
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ります。 

農業生産基盤の整備では、神奈川県と連携し、広域農道整備を引

き続き推進してまいります。また、昨年度に続き、広域農道沿線に

河津桜を植樹し、新たな名所「フラワーロード」の整備に取り組み、

多くの方に愛される農道を目指します。 

また、本町の農業や農地を将来世代にしっかりと引き継いでいくため

の「人・農地プラン」が法定化されたことに伴い「地域計画」を策定し

てまいります。 

 

観光商工費 

「湯河原らしい」観光立町の実現のため、誘客宣伝事業による誘

客キャラバンをはじめ、宿泊促進事業による湯河原温泉らくごや三

遊亭小遊三一門会を実施し、リピーターの確保に努めてまいります。 

観光宣伝では、インバウンドの推進として、外国人観光客に向け

た観光情報の発信や旬な地域の情報を織り交ぜた観光情報紙の発行、

観光アドバイザー・プロモーション事業など、ＳＮＳや各種媒体の

活用を図り、併せて、これまでも実績を重ねてきたロケツーリズム推進

事業を継続して展開し、町の知名度アップにつなげてまいります。 

観光行事では、武者行列、さつきの郷、湯かけまつり、ほたるの

宴、やっさまつり、花火大会、海水浴場の運営、（仮称）オータム

フェスタ、もみじの郷、梅の宴など四季折々の行事を開催し、誘客

に努めてまいります。併せて、宿泊データ分析システムを活用して宿

泊者の傾向を把握し、観光ニーズを的確に捉えた魅力的な観光地を目指

してまいります。 

また、昨年度より着手した本町の新たな観光資源とする「コキア

の郷」づくり事業を継続拡大してまいります。 

新たな温泉資源の活用として、商品開発した「クラフト温泉」の

販売促進等に取り組み、湯河原温泉の知名度向上を図ってまいりま

す。 

町内産業の掘り起こしとして、伴走型の創業支援を実施し、町内

の特産品や名産品などをより多くの方に知っていただき、購入して
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いただけるよう支援を実施することで、新たな販売チャンネルを獲

得し、販路の開拓や拡大及び新規企画・開発による地域産業の活性

化を図ってまいります。 

 

土木費 

急傾斜地崩壊対策では、引き続き、神奈川県が実施する宮上地区

の工事費用の一部を負担し、災害対策を推進してまいります。 

道路の改修事業として、道路舗装改修工事を実施してまいります。

また、道路新設改良事業では、「湯河原町舗装維持管理計画」等に

基づき、川堀鍛冶屋線、オレンジラインなどの道路改良工事を実施

するとともに、「湯河原町トンネル長寿命化修繕計画」に基づきト

ンネルの定期点検を実施いたします。 

 都市公園の整備では、「公園長寿命化計画」に基づき公園遊具の改修

及び補修を行い、安全に公園施設を利用できるよう努めてまいります。 

 

消防費 

消防体制の整備では、県内消防本部が共同で整備・運用している消防

救急デジタル無線設備が令和７年度に更新時期を迎えるため、実施設計

業務を委託します。また、川堀第８分団に配備しております消防ポンプ

自動車を更新いたします。 

救急業務体制の整備として、救急救命士の教育を充実させるとと

もに、子育て支援として「マタニティ・サポート１１９」への登録、

利用を促進してまいります。 

防災対策では、備蓄食糧や避難生活用品、医薬品などの購入及び

備蓄等に努めてまいります。防災コミュニティセンターにおいては、

引き続き、防災の拠点としてだけではなく、コミュニティの場とし

ても広く利活用していただけるように努めてまいります。 

防災に関する情報の発信では、引き続き、防災行政無線による町

内放送のほか、メールマガジン、Ｊアラートのエフエム熱海湯河原

への緊急割込放送、ｔｖｋデータ放送など、速やかな情報発信に努

め、災害に強いまちづくりを推進してまいります。 
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また、災害発生時に、関係機関や町内事業者と連携し、迅速な対

応が行えるよう引き続き初動対応体制の確保に努めてまいります。 

 

教育費 

教育委員会では、会議を公開とすることや事務の点検及び評価を

外部の学識経験を有する方々に審議いただくことにより、開かれた

教育行政の推進を図ってまいります。また、総合教育会議では、町

長と教育委員会が連携して、教育に関する諸課題に対して協議、調

整を図りながら、生涯を通じて学び豊かな心を育むまちづくりを進

めてまいります。 

学校教育では、スタディーサポートや障がい児介助員を配置し、

児童・生徒への支援の充実を図るとともに、引き続き、学校図書館

の充実を図ってまいります。 

ＩＣＴ教育の推進では、引き続き、小・中学校において、ＩＣＴ

支援員の配置や研修の実施など、ＩＣＴを活用した学習活動を推進

してまいります。 

児童・生徒支援では、家庭と学校及び関連機関をつなぐスクール

ソーシャルワーカーや教育支援教室推進事業の充実を図るとともに、

人権教育等促進事業における社会生活技能訓練講座（ＡＣＴ）の実

施などの取り組みにより、児童・生徒の学校生活が円滑なものとな

るよう努めてまいります。 

また、湯河原中学校の学校給食が開始されるまでの間に、昼食を

持参することが難しい家庭を対象として、お弁当配食サービスを継

続実施することで、保護者の負担軽減を図ってまいります。 

新入学祝金支給事業では、小・中学校入学時に祝金を支給するこ

とで、入学時における家庭の経済的負担を軽減するとともに、町全

体で入学を祝福し、児童・生徒の健全な育成を支援してまいります。 

社会教育では、町民大学、音楽会、文化祭などを開催し、芸術・

文化の振興に努めてまいります。 

青少年育成では、子ども会、青少年指導員会など関連団体との連

携、協働により、体験活動や地域住民との交流を支援してまいりま
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す。 

保健体育では、「湯河原温泉オレンジマラソン」や誰もが参加で

きるスポーツ行事としての「町民レクリエーションの集い」等の開

催により、スポーツ振興と住民の体力増進、健康促進を図ってまい

ります。 

スポーツ施設においては、指定管理者と安全で安心な施設運営に

ついて協議、連携することで、住民サービスの向上や健康増進を図

ってまいります。 

図書館では、豊富で幅広い書籍や視聴覚資料などの収集に努めて

まいります。 

美術館では、コレクション展示、平松礼二館企画展示を充実させると

ともに、特別展として真鶴町を拠点に活動していた画家・高良真木を紹

介する展覧会及び平松礼二名誉館長の新作による大作展を企画します。

また、ワークショップや講演会などのイベント開催のほか、ミュー

ジアムカフェや庭園を活用し、生涯学習施設としての役割だけでな

く、温泉場エリアの観光の拠点の１つとして、より一層の集客を図

ってまいります。 
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〔国民健康保険事業特別会計〕 

 次に、国民健康保険事業特別会計です。 

 国民健康保険制度は、国民皆保険を支える仕組みとして、被保険

者の社会保障及び健康増進に寄与している医療保険制度です。 

「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律」に基づいた国民健康保険制度改革を受け、財政主体である

神奈川県とともに運営を担っております。町は国民健康保険の資格

管理、保険給付、保険料の決定、賦課・徴収、保険事業などの地域

におけるきめ細かい事業を引き続き担ってまいります。 

少子高齢化の社会の中で、被保険者の減少、低所得者や高齢者の

加入割合が高いことなどの構造的な問題に加え、高度医療の進展等

により、一人当たりの医療費の伸びは依然として増加する傾向にあ

ることから、更なる疾病の予防・早期発見を促進するため人間ドッ

ク等の助成を引き続き実施いたします。 

また、国民健康保険加入世帯に対する医療費通知及びジェネリッ

ク医薬品差額通知を郵送するなどの事業を通して、被保険者の健康

保持及び増進を図るとともに、医療費の適正化に努めてまいります。 

 予算総額は、２９億５，０００万円で、令和５年度に比べ４，５

００万円、１．５０％の減となりました。 

 主な要因は、医療費の支出見込みにおいて、被保険者の減少に伴

う保険給付費の減額によるものです。 

 また、令和６年度の国民健康保険事業は、非常に厳しい運営が想

定されることから、今後も県との連携により、各種保険事業の推進

に向け取り組み、事業の健全化、安定化を図ってまいります。 

 

〔介護保険事業特別会計〕 

 次に、介護保険事業特別会計です。 

 今後、ますますの超高齢化が予測される中で、第９期介護保険事

業計画の基本理念である「高齢者が安心と生きがいを実感できるま

ちづくり」を実現するため、高齢者の保健・福祉の更なる向上を図

るとともに、介護保険サービスと介護予防の推進に努めます。 

 特に、「高齢者を地域全体で支える仕組みづくり」として、「医療・

介護・予防・住まい・生活支援」のサービスが一体的に提供される
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「地域包括ケアシステム」の深化・推進に向けて、介護予防・日常

生活支援総合事業の充実や一般介護予防事業の効果的な実施を図る

とともに、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、

認知症総合支援事業の推進に取り組んでまいります。 

 保険事業勘定の予算額３０億３００万円、介護サービス事業勘定

の予算額１１５万円を合わせ、予算総額は、３０億４１５万円で、

令和５年度に比べ１，９００万円、０．６４％の増となりました。 

 主な要因は、総務費の増額によるものです。 

 

〔後期高齢者医療特別会計〕 

 次に、後期高齢者医療特別会計です。 

 後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者の方などの医療の確保

を目的に実施しております。 

高齢化が急速に進み、医療費が増加する中で、今後も被保険者が

安心して医療を受けることができるよう、運営主体である神奈川県

後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、制度の円滑な運営に

努めてまいります。 

予算総額は、６億５００万円で、令和５年度に比べ９,５００万円、

１８．６３％の増となりました。 

主な要因は、神奈川県後期高齢者医療広域連合への納付金が増額

となったことによるものです。 

 

〔水道事業会計〕 

次に、水道事業会計です。 

収益的収支における事業収益は、４億７，８００万円で、令和５

年度に比べ１２万円、０．０３％の減となりました。事業費用は、

４億１，１００万円で、令和５年度に比べ２５０万円、０．６１％

の増となりました。 

水道事業収益の大部分を占める給水収益については、令和５年度

に比べ６１万７，０００円、０．１４％の増となりました。 

水道事業費用の営業費用では、動力費、総係費における委託料、

減価償却費などが増となりましたが、原水浄水配水及び給水費にお

ける委託料などが減となりました。 
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資本的収支における、資本的収入は、９，４１４万２，０００円

で、建設改良事業債９，０００万円の企業債借入れを予定しており

ます。 

資本的支出は、３億３，１００万円で、浄水場整備工事として遠

方監視装置等整備工事ほかを、配水管整備工事として老朽管布設替

工事などを予定しております。また、固定資産購入として配水池水

位計、水質計器などの購入を予定しております。 

 

〔温泉事業会計〕 

 次に、温泉事業会計です。 

 収益的収支における事業収益は、２億９７０万円で、令和５年度

に比べ１００万円、０．４８％の増となりました。事業費用は、２

億９２０万円で、令和５年度に比べ５７０万円、２．８０％の増と

なりました。 

温泉事業収益の大部分を占める給湯収益については、令和５年度

に比べ１３万５，０００円、０．０７％の減となりました。 

温泉事業費用では、委託料、消費税などが増となりましたが、動

力費、温泉買上料、企業債利息などが減となりました。 

 資本的収支における、資本的収入は、４，７１０万円で、主なも

のとして、建設改良事業債４，７００万円の企業債借入れを予定し

ております。 

 資本的支出は、６，４００万円で、源泉設備工事として湯河原第

179号泉（町営６号源泉）改修工事ほかを、流入設備工事として集湯

施設（宮上地内）改修工事を、送湯及び給湯設備工事として町営温

泉集中管理給湯システム遠方監視装置改修工事ほかを予定しており

ます。また、電磁式流量計などの固定資産の購入を予定しておりま

す。 

 

〔下水道事業会計〕 

 次に、下水道事業会計です。 

収益的収支における事業収益は、１０億５，０７１万円で令和５

年度に比べ７，３２６万円、７．５０％の増となりました。事業費

用は、１０億４，７００万円で、令和５年度に比べ１，１００万円、
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１．０４％の減となりました。 

下水道事業収益の大部分を占める下水道使用料については、令和

５年度に比べ２，８７８万円、６．２３％の増、下水処理負担金に

ついては、令和５年度に比べ１，７２４万６，０００円、４３．３

６％の増となりました。 

下水道事業費用では、修繕費、減価償却費などが増となりました

が、委託料、資産減耗費、企業債利息などが減となりました。 

資本的収支における、資本的収入は、２億４，２５６万６，００

０円で、建設改良費などの財源として企業債、他会計補助金及び国

庫補助金などの収入を予定しております。 

資本的支出は、４億４００万円で、新規下水道整備として延長120

メートルの管渠工事を、処理場につきましては、監視制御設備等実

施設計委託及び水処理設備等改良工事を予定しております。また、

水質分析用備品の購入を予定しております。 

 

 



増 減 額 増  減  率

(A) (Ｂ) (C)＝(A)-(B) (Ｃ)/(B)×100

1 9,756,000 9,740,000 16,000 0.16 7.39 3.19

2 2,950,000 2,995,000 △ 45,000 △ 1.50 △ 5.40 1.83

保険事業勘定 3,003,000 2,984,000 19,000 0.64 0.30 2.59

介護サービス
事 業 勘 定

1,150 1,150 0 0.00 0.00 △ 23.33

4 605,000 510,000 95,000 18.63 △ 0.20 6.24

6,559,150 6,490,150 69,000 1.06 △ 2.45 2.49

5 742,000 770,500 △ 28,500 △ 3.70 7.61 △ 1.24

6 273,200 263,500 9,700 3.68 2.45 △ 17.03

7 1,451,000 1,816,200 △ 365,200 △ 20.11 23.97 5.36

2,466,200 2,850,200 △ 384,000 △ 13.47 16.90 0.52

18,781,350 19,080,350 △ 299,000 △ 1.57 5.06 2.57

（備考） 企業会計は、収益的支出と資本的支出の合算額を予算規模として表示しています。

参 考 （ 増 減 率 ）

企

業

会

計

令和６年度

温 泉 事 業 会 計

特

別

会

計

下 水 道 事 業 会 計

令 和 ６ 年 度 会 計 別 予 算 額

（単位　千円、％）

比 較

3

会 計 名

一 般 会 計

介護保険
事 業
特別会計

令和５年度

R４/R３

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

合 計

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

小 計

水 道 事 業 会 計

小 計

R５/R４
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１　歳　　入

予 算 額 予 算 額 増 減 額 増  減  率

(A) (B) (C)＝(A)-(B) (Ｃ)/(B)×100

1 町 税 3,757,766 38.52 3,735,750 38.35 22,016 0.59

2 地 方 譲 与 税 66,324 0.68 65,810 0.68 514 0.78

3 利 子 割 交 付 金 1,300 0.01 1,700 0.02 △ 400 △ 23.53

4 配 当 割 交 付 金 19,000 0.19 21,000 0.22 △ 2,000 △ 9.52

5 株式等譲渡所得割交付金 19,600 0.20 26,000 0.27 △ 6,400 △ 24.62

6 法 人 事 業 税 交 付 金 59,000 0.61 56,000 0.57 3,000 5.36

7 地 方 消 費 税 交 付 金 565,000 5.79 556,000 5.71 9,000 1.62

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,000 0.14 7,500 0.08 6,500 86.67

9 環 境 性 能 割 交 付 金 13,000 0.13 11,000 0.11 2,000 18.18

10 地 方 特 例 交 付 金 9,700 0.10 9,700 0.10 0 0.00

11 地 方 交 付 税 2,047,709 20.99 1,927,070 19.79 120,639 6.26

12 交通安全対策特別交付金 4,000 0.04 4,000 0.04 0 0.00

13 分 担 金 及 び 負 担 金 252,829 2.59 249,835 2.57 2,994 1.20

14 使 用 料 及 び 手 数 料 130,187 1.33 132,372 1.36 △ 2,185 △ 1.65

15 国 庫 支 出 金 586,987 6.02 600,126 6.16 △ 13,139 △ 2.19

16 県 支 出 金 502,172 5.15 507,759 5.21 △ 5,587 △ 1.10

17 財 産 収 入 50,420 0.52 54,820 0.56 △ 4,400 △ 8.03

18 寄 附 金 306,980 3.15 206,980 2.12 100,000 48.31

19 繰 入 金 715,774 7.34 664,489 6.82 51,285 7.72

20 繰 越 金 250,000 2.56 250,000 2.57 0 0.00

21 諸 収 入 216,652 2.22 187,289 1.92 29,363 15.68

22 町 債 167,600 1.72 464,800 4.77 △ 297,200 △ 63.94

9,756,000 100.00 9,740,000 100.00 16,000 0.16歳 入 合 計

款

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 予 算 概 要

比 較

（単位　千円、％）

令 和 ５ 年 度令 和 ６ 年 度

構成比 構成比
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２　歳 出 （ 目 的 別 分 類 ）

予 算 額 予 算 額 増 減 額 増  減  率

(A) (B) (C)＝(A)-(B) (Ｃ)/(B)×100

1 議 会 費 128,698 1.32 131,034 1.35 △ 2,336 △ 1.78

2 総 務 費 1,586,370 16.26 1,497,492 15.37 88,878 5.94

3 民 生 費 2,804,745 28.75 3,040,691 31.22 △ 235,946 △ 7.76

4 衛 生 費 1,451,808 14.88 1,363,818 14.00 87,990 6.45

5 農 林 水 産 業 費 132,517 1.36 119,120 1.22 13,397 11.25

6 観 光 商 工 費 406,339 4.16 385,650 3.96 20,689 5.36

7 土 木 費 599,095 6.14 637,954 6.55 △ 38,859 △ 6.09

8 消 防 費 746,506 7.65 724,514 7.44 21,992 3.04

9 教 育 費 888,531 9.11 875,262 8.99 13,269 1.52

10 災 害 復 旧 費 200 0.00 200 0.00 0 0.00

11 公 債 費 911,191 9.34 864,265 8.87 46,926 5.43

12 予 備 費 100,000 1.03 100,000 1.03 0 0.00

9,756,000 100.00 9,740,000 100.00 16,000 0.16

（単位　千円、％）

比 較

歳 出 合 計

款

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

構成比 構成比
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予 算 額 予 算 額 増 減 額 増  減  率

(A) (B) (C)＝(A)-(B) (Ｃ)/(B)×100

1 人 件 費 2,544,235 26.08 2,495,668 25.62 48,567 1.95

2 扶 助 費 907,263 9.30 940,754 9.66 △ 33,491 △ 3.56

3 公 債 費 911,191 9.34 864,265 8.87 46,926 5.43

4,362,689 44.72 4,300,687 44.15 62,002 1.44

4 1,942,534 19.91 1,915,992 19.67 26,542 1.39

5 37,548 0.38 44,519 0.46 △ 6,971 △ 15.66

6 1,642,192 16.83 1,535,799 15.77 106,393 6.93

7 308,536 3.16 207,470 2.13 101,066 48.71

8 1,192,002 12.22 1,166,211 11.97 25,791 2.21

9,485,501 97.22 9,170,678 94.15 314,823 3.43

9 普 通 建 設 事 業 費 170,299 1.75 469,122 4.82 △ 298,823 △ 63.70

(1) 補 助 事 業 費 18,538 0.19 44,752 0.46 △ 26,214 △ 58.58

(2) 単 独 事 業 費 151,761 1.56 424,370 4.36 △ 272,609 △ 64.24

10 災 害 復 旧 費 200 0.00 200 0.00 0 0.00

170,499 1.75 469,322 4.82 △ 298,823 △ 63.67

11 100,000 1.03 100,000 1.03 0 0.00

9,756,000 100.00 9,740,000 100.00 16,000 0.16

区 分
構成比

補 助 費 等

積 立 金

物 件 費

維 持 補 修 費

歳 出 合 計

（ 義 務 的 経 費 計 ）

（ 小 計 ）

予 備 費

投

資

的

経

費

構成比

比 較

（ 投 資 的 経 費 計 ）

繰 出 金

（単位　千円、％）（ 性 質 別 分 類 ）

義

務

的

経

費

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
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予 算 額 予 算 額 増 減 額 増  減  率

(A) (B) (C)＝(A)-(B) (Ｃ)/(B)×100

1 1,314,793 34.99 1,282,351 34.33 32,442 2.53

(1) 個 人 1,186,322 31.57 1,154,581 30.91 31,741 2.75

(2) 法 人 128,471 3.42 127,770 3.42 701 0.55

2 1,766,221 47.00 1,777,459 47.58 △ 11,238 △ 0.63

(1) 土 地 494,826 13.17 498,986 13.36 △ 4,160 △ 0.83

(2) 家 屋 996,287 26.51 1,011,994 27.09 △ 15,707 △ 1.55

(3) 償 却 資 産 274,932 7.32 266,303 7.13 8,629 3.24

(4) 交 付 金 176 0.00 176 0.00 0 0.00

3 63,544 1.69 62,759 1.68 785 1.25

4 221,702 5.90 215,829 5.78 5,873 2.72

3,366,260 89.58 3,338,398 89.37 27,862 0.83

5 90,331 2.41 94,552 2.53 △ 4,221 △ 4.46

6 301,175 8.01 302,800 8.10 △ 1,625 △ 0.54

391,506 10.42 397,352 10.63 △ 5,846 △ 1.47

3,757,766 100.00 3,735,750 100.00 22,016 0.59

町　税　予　算　内　訳

（単位　千円、％）

比 較

区 分

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

構成比 構成比

（ 小 計 ）

合 計

町 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

入 湯 税

（ 小 計 ）

町 た ば こ 税

軽 自 動 車 税
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 業 
 

★は新規事業 （単位 千円） 

一 般 会 計            ９，７５６，０００  

［議会費］ 

 議 会 報 発 行 事 業 2,187 年４回発行 10,000部／１回 

 議 会 会 議 録 作 成 事 業 2,069 会議録作成委託など 

 政 治 活 動 関 連 事 業 1,361 
議員の資質向上、会議等の円滑化及び内容の充実

など 

［総務費］ 

 職 員 健 康 管 理 事 業 7,967 ストレスチェック制度の実施、産業医の委託など 

 庁 舎 維 持 管 理 修 繕 事 業 4,169 第２庁舎揚水ポンプ交換工事 

★ 庁 舎 の あ り 方 検 討 事 業 3,035 庁舎整備の方向性の検討 

 広報ゆがわら等発行事業 11,785 広報毎月11,000部 町民カレンダー14,300部 

 Ｆ Ｍ 放 送 委 託 事 業 8,250 町の広報と緊急時の情報伝達手段として活用 

 まちづくり寄附金推進事業 135,705 寄附額に応じて返礼品等を贈呈 

 企業版ふるさと納税推進事業 1,320 企業版ふるさと納税の推進を委託 

 ま ち づ く り 基 金 積 立 金 300,010 まちづくり寄附金の積立 

 交 通 不 便 地 域 対 策 事 業 12,725 
コミュニティバス、予約型乗合い交通「ゆたぽん

号」の運行を委託、バス路線維持のための負担金 

 雇 用 確 保 支 援 事 業 2,181 雇用支援プラットフォームの保守委託など 

 
誰 も が 主 役 の 

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 
16,436 

本町の活性化に対して思いを持った人たちをマッ

チングさせる機能を持つ拠点及び子ども第三の居

場所の運営 

 草 の 根 技 術 協 力 事 業 20,486 

国際協力機構（ＪＩＣＡ）からの補助を受け

た介護分野における技術協力及び観光分野や

海外人材活用における交流 

 湯 河 原 文 学 賞 事 業 1,056 全国から俳句作品を募集、俳句会の開催 

 伝 統 文 化 体 験 事 業 2,260 伝統文化体験教室の開催 

★ 
ゆ が わ ら 2 0 2 1 プ ラ ン 

後 期 基 本 計 画 策 定 事 業 
363 

後期基本計画（令和８年度から令和 12 年度）の策

定 

★ 男女共同参画プラン策定事業 2,310 男女共同参画プランの策定 

 職 員 研 修 事 業 1,779 職員の資質の向上と能力開発 

 交 通 安 全 対 策 事 業 7,233 
交通安全施設整備事業          4,000 

交通安全対策推進事業          3,233 

 メール配信サービス事業 1,386 メール、ＬＩＮＥによる町からの情報発信 

★ パ ソ コ ン 整 備 事 業 1,612 パソコンの入替え 

 国内外親善交流推進事業 6,162 国内外親善都市との交流推進 

 区 会 助 成 事 業 6,400 区会助成金など 

 防 犯 灯 維 持 管 理 事 業 14,136 防犯灯の維持管理など 

 



-30- 

  （単位 千円） 

 住民生活安心サポート事業 620 

新入学児童に防犯ブザーを配布、一般住宅への防

犯カメラ設置費用の一部補助、★迷惑電話防止機

能付き電話機器の購入費の一部補助 

 空 き 家 対 策 推 進 事 業 4,369 
空き家実態調査の実施、空き家解体費用の一部補

助 

 住宅リフォーム等補助事業 8,222 
住宅リフォーム、組積造（ブロック塀など）撤去

等、住宅庭木伐採等費用を補助 

 危 険 木 伐 採 等 補 助 事 業 4,016 危険木伐採費用の一部補助 

 固定資産（土地）評価事業 8,571 土地評価業務委託 

 町税口座振替納付推進事業 2,145 

町民税・県民税・森林環境税（普通徴収）及び固

定資産税・都市計画税の口座振替申請者に町内有

料観光施設等招待券を送付 

 マイナンバーカード交付事業 1,655 マイナンバーカードの交付 

 結 婚 新 生 活 支 援 事 業 4,506 結婚に伴う新生活を支援 

［民生費］ 

 
国 民 健 康 保 険 事 業 

特 別 会 計 繰 出 金 
201,619 

一般繰出金                   51,864 

保険基盤安定繰出金                  138,320 

未就学児均等割保険料繰出金       1,000 

財政安定化支援事業繰出金              10,235 

産前産後保険料繰出金           200 

（老人福祉） 

 敬 老 の つ ど い 開 催 事 業 1,732 敬老のつどいの開催 

 長寿健康祝金等贈呈事業 5,709 対象者 77･88･100歳 

 高 齢 者 健 康 増 進 事 業 4,307 
温泉入浴、マッサージ、パークゴルフ場及びヘル

シープラザの利用助成 

 介 護 ・ 生 活 支 援 事 業 3,768 
介護保険外の高齢者への生活支援及び高齢者を支

援する人材の育成促進 

 介護保険事業特別会計繰出金 481,992 

介護給付費繰出金 

地域支援事業繰出金 

その他繰出金 

345,182 

19,787 

117,023 

（後期高齢者） 

 後 期 高 齢 者 医 療 費 508,391 

定率市町村負担金 382,759 

事務費負担金（共通経費） 14,447 

繰出金 111,185 

（心身障がい者福祉） 

 重度障がい者医療費助成事業 64,524 重度障がい者の医療費の自己負担分を助成 

 
在宅重度障がい者等福祉 

タ ク シ ー 利 用 助 成 事 業 
3,071 初乗り運賃を助成 

 障がい者歯科二次診療事業 1,847 運営費及び施設費の負担（２市８町） 

 
身 体 障 が い 者 更 生 

援 護 給 付 事 業 
68,328 更生医療給付、育成医療給付、補装具費の支給 

 障がい者自立支援給付等事業 418,415 
障害者総合支援法に基づく介護給付・訓練等給付

など 

 地 域 生 活 支 援 事 業 27,874 

障がい児者への訪問入浴サービス委託、手話通訳

者等派遣、日常生活用具の給付、移動支援給付、

手話講習会の開催委託など 
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   （単位 千円） 

 精 神 障 が い 者 支 援 事 業 4,644 
地域活動支援センター運営費の負担、通所交通費

の助成など 

（児童福祉） 

 小 児 医 療 費 助 成 事 業 34,718 
中学校修了までの入通院にかかる医療費の自己負

担分を助成 

 
ひ と り 親 家 庭 等 

医 療 費 助 成 事 業 
14,500 母子･父子家庭等の医療費の自己負担分を助成 

 
フ ァ ミ リ ー サ ポ ー ト 

セ ン タ ー 事 業 
1,210 

援助を受けたい方と援助を行いたい方を会員と

し、地域ぐるみでの子育て支援 

 多世代交流の居場所事業 2,500 
多世代交流の居場所事業を運営する一般社団法人

ユガラボに対する助成 

 
子 育 て 支 援 紙 お む つ 等 

支 給 事 業 
5,520 

子育てしやすい環境づくりに向けて、子どもの健

やかな成長を応援することを目的に、１歳になる

誕生月まで宅配による紙おむつ等の支給 

 
子 ど も ・ 子 育 て 支 援 

事 業 計 画 策 定 事 業 
3,094 

「第３期湯河原町子ども・子育て支援事業計画」

の策定 

 
高 校 生 通 学 定 期 券 

購 入 費 補 助 事 業 
9,134 

高校生の保護者の負担軽減のため、通学定期券の

購入費の一部を補助 

 児 童 手 当 209,842 

３歳未満と３人目以降の小学生までは一人当たり

月額15,000円、それ以外の３歳から中学生は一人

当たり月額10,000円、特例給付は5,000円を支給 

［衛生費］ 

 救 急 医 療 推 進 対 策 事 業 6,000 休日当番医（小田原医師会湯河原班） 

 広 域 病 院 群 輪 番 制 事 業 5,977 二次救急医療の運営費負担（２市８町） 

 母 子 保 健 事 業 10,295 
妊産婦・乳幼児の健康管理のための健診・相談、

産後ケア事業（デイサービス等） 

 出 産 ・ 子 育 て 応 援 事 業 13,711 

妊娠時から出産・子育てまでの一貫した伴走型相

談支援の充実、妊娠届出時に５万円相当、出生届

出時に５万円相当の合計10万円相当の経済的支援 

 健 康 増 進 事 業 58,230 各種がん検診、健康診査、健康教育、相談など 

 予 防 接 種 事 業 50,749 

乳幼児・小児予防接種、子宮頸がん、高齢者肺炎

球菌、高齢者インフルエンザ、★帯状疱疹ワクチ

ンなど 

 自 殺 対 策 計 画 推 進 事 業 1,024 
「第２期自殺対策計画」に基づき、相談、講演会、

研修会等の開催 

 
健 康 増 進 計 画 ・ 食 育 

推 進 計 画 推 進 事 業 
2,351 

第２期計画に基づき、栄養指導教室等を開催 

第３期計画改訂に向け、健康状況調査を実施 

 
高 齢 者 の 保 健 事 業 と 

介護予防の一体的実施事業 
1,543 

国や広域連合と連携した75歳以上の高齢者に対す

る保健事業と介護予防の一体的な実施 

 真 鶴 聖 苑 維 持 管 理 事 業 23,667 運営費及び火葬炉設備改修等施設費の負担金 

 環 境 保 全 推 進 事 業 1,534 
猫の不妊去勢手術費用の助成、住宅用スマートエ

ネルギー設備の設置費用の補助など 

 美 化 対 策 事 業 8,182 
町内美化推進事業            1,868 

不法投棄・散乱ごみ防止事業       6,314 

 
湯 河 原 町 真 鶴 町 

衛 生 組 合 負 担 金 
890,377 

運営費負担金                         413,676 

公債費負担金                         476,701 
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  （単位 千円） 

 ご み 対 策 事 業 136,735 
ごみ収集対策事業           135,104 

リサイクル推進事業            1,138 

ごみ減量化促進事業            493 

 し 尿 等 処 理 事 業 60,117 し尿等運搬委託、し尿等共同処理事業負担金など 

［農林水産業費］ 

 農業経営合理化振興事業 1,560 
みかん等の優良系統品種への転換や有害鳥獣によ

る被害防止の為の防護・捕獲資材の購入補助など 

 ふ れ あ い 農 園 振 興 事 業 2,620 ふれあい農園の維持管理など 

 有害鳥獣等被害対策事業 3,113 サル、イノシシなどの被害対策 

 地 域 計 画 推 進 事 業 2,288 
人・農地プランが法定化され、地域計画を策定す

るための業務委託など 

 
県営土地改良広域農道(小田原

湯 河 原 地 区 ) 整 備 事 業 
9,912 

全体計画（小田原～湯河原区間） 

Ｌ＝16,974.0ｍ Ｗ＝7.0ｍ 

湯河原町分 Ｌ＝ 3,186.0ｍ 

 
新たな名所フラワーロード 

整 備 事 業 
1,892 広域農道沿線に河津桜を植樹 

 農 道 整 備 事 業 2,706 三本松農道補修工事 

 地 域 水 源 林 整 備 事 業 27,032 
旧吉浜財産区有林を含む町有林の間伐・枝打ちな

どの委託及び長期施業受委託事業補助 

 森林環境譲与税基金積立金 7,329 森林環境譲与税を森林整備等に充てるために積立 

 幕山保安林地域整備事業 22,492 梅林内の剪定・下刈り、管理委託など 

［観光商工費］ 

 観 光 宣 伝 事 業 17,069 
誘客宣伝事業                         10,070 

観光情報発信事業                      6,999 

 宿 泊 促 進 事 業 8,130 宿泊促進キャンペーンの実施 

 観 光 行 事 85,689 

夏季行事開催事業           29,794 

（やっさまつり・花火大会など） 

海水浴場運営事業           16,057 

梅の宴行事開催事業          12,184 

武者行列行事開催事業          3,800 

湯河原梅林公園管理事業                21,896 

もみじの郷行事開催事業                   100 

さつきの郷誘客事業                     1,858 

 観 光 立 町 推 進 事 業 7,528 観光立町推進計画に基づいた事業の実施 

 
観 光 ア ド バ イ ザ ー 

・ プ ロ モ ー シ ョ ン 事 業 
2,500 

観光アドバイザーを活用した観光振興に関する戦

略の推進 

 ロケツーリズム推進事業 7,250 
各種メディアへの観光情報の戦略的ＰＲや発信、

取材対応による観光広報 

 
（仮称）オータムフェスタ 

補 助 事 業 
4,500 

（仮称）オータムフェスタの開催経費に対する補

助 

 新たな温泉資源活用事業 13,000 

湯河原温泉の純度を高めたクラフト温泉による自

宅での湯治の魅力を広め、新しい生活様式におけ

る新たな温泉資源の活用 

 コ キ ア の 郷 づ く り 事 業 28,000 

９月から10月に見頃を迎えるコキアを新たな観光

資源とするための用地整備及びコキアサポーター

の育成 
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  （単位 千円） 

★ 観 光 Ｄ Ｘ 推 進 事 業 5,405 宿泊データを分析し、観光ニーズ把握に活用 

 
駅周辺活性化プロジェクト 

補 助 事 業 
1,000 

「ぶらん市」を中心とした駅周辺活性化事業及び

駅前ツリー設置事業に対する補助 

 地 場 産 品 販 売 促 進 事 業 1,500 
豊島区池袋の「イケ・サンパーク」で開催される

ファーマーズマーケットに町内の地場産品を出品 

 事 業 発 展 支 援 事 業 3,000 
町内の特産品、名産品などのマーケティング調査

の実施、新たな販売チャンネルの開拓 

［土木費］ 

 
湯 河 原 町 土 地 開 発 公 社 

補 助 事 業 
2,035 利子補給補助 

 万 葉 荘 分 割 取 得 事 業 13,813 分割取得するための費用 

 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 6,700 宮上地区 

 道 路 改 修 事 業 9,205 
町内道路樹木伐採委託 

町内道路舗装改修工事 Ａs舗装工 

 道 路 新 設 改 良 事 業 79,400 

トンネル点検調査委託 

川堀鍛冶屋線道路改良工事 

オレンジライン道路改良工事 

小道地蔵線道路改良工事 

うさぎ沢線道路改良工事 

サンサン通り線道路改良工事 

★桜木通り１号線道路改良工事 

★桜木線道路改良工事 

 河 川 改 修 事 業 5,000 小道地蔵線沿い水路改修工事 

 下 水 道 事 業 会 計 補 助 金 190,000 下水道事業会計への補助 

 公 園 長 寿 命 化 計 画 事 業 1,989 
幕山公園木製アスレチック改修 

蔵町公園タコ遊具補修 

 海浜公園プール維持修繕事業 6,250 海浜公園プールの維持修繕 

［消防費］ 

 救助活動用資機材等整備事業 1,649 潜水資機材、高所作業用墜落制止用器具等の更新 

 
消 防 団 活 動 用 

資 機 材 等 整 備 事 業 
1,890 

各分団の要望に応じた資機材等の整備 

風水害に備え各分団に水中ポンプを整備 

★ 消防ポンプ自動車整備事業 25,448 川堀第８分団の消防ポンプ自動車の更新整備 

★ 
消 防 救 急 デ ジ タ ル 無 線 

更 新 事 業 
1,306 

県内消防本部が共同で整備・運用しているデジタ

ル無線設備の更新に伴う実施設計を実施 

 防 災 備 蓄 品 購 入 等 事 業 6,520 備蓄食糧、救急用医薬品等の購入 

 
Ｆ Ｍ 放 送 緊 急 割 込 放 送 

シ ス テ ム 管 理 事 業 
1,099 

ＦＭ放送へＪアラート緊急割込放送を行うための

負担金 

 災 害 初 動 対 応 事 業 1,000 
災害発生時の民間事業者との連携による初動体制

の確保 

［教育費］ 

（学校教育） 

 
給 食 運 営 経 費 

（ 事 務 局 費 ） 
42,243 

児童一人当たり月額780円の補助を含めた給食材

料費等 
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  （単位 千円） 

 

要 保 護 ・ 準 要 保 護 児 童 

生 徒 援 助 費 及 び 特 別 

支援教育奨励費補助事業 

8,506 

要保護及び準要保護児童・生徒と特別支援学級の

児童・生徒に対して学用品・給食費などの就学に

必要な費用の一部を補助 

 町 育 英 奨 学 金 4,124 奨学生 25 人 

 Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 推 進 事 業 58,152 小・中学校のＩＣＴ教育推進 

 
小 中 学 校 等 外 国 語 

活 動 推 進 事 業 
12,144 

外国語に慣れ親しみ、コミュニケーション能力の

向上などを図るため、外国語指導助手を配置 

 
小 中 学 校 校 務 支 援 

シ ス テ ム 事 業 
15,172 校務支援システム使用料等 

 新 入 学 祝 金 支 給 事 業 4,428 小・中学校入学祝金の支給 

（社会教育） 

 町 民 大 学 運 営 事 業 1,400 
各分野の専門家を講師とする町民向けの教養講座

として年12回、毎月第３土曜日に開催 

 放課後児童健全育成事業 55,389 

保護者が就労などにより昼間家庭にいない児童に

対し、授業の終了後に適切な生活の場を提供し、

児童の健全な育成を図る 

 放課後子ども教室推進事業 5,159 
児童を対象に地域の方々の協力のもと学習や様々

な体験、文化活動の機会を提供 

（図書館） 

 図 書 館 資 料 整 備 事 業 4,151 書籍及び視聴覚資料の購入など 

（美術館） 

 展 覧 会 開 催 事 業 4,801 展覧会開催経費 

（保健体育） 

 各種スポーツ大会開催事業 21,295 

湯河原温泉オレンジマラソン開催事業  19,302 

町民レクリエーションの集い開催事業   1,595 

スポーツ大会開催事業                   398 

［公債費］ 

 町 債 償 還 元 金 875,865  

 町 債 償 還 利 子 34,389  
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特 別 会 計             

（単位 千円） 

           国 民 健 康 保 険 事 業              

           特 別 会 計              

 

２，９５０，０００ 

 

 被保険者（見込み）     

  世 帯 数     4,024 世帯     人 数 5,716 人  

総 務 費          52,195 (増減率      1.88%) 

 一 般 管 理 費          48,948 (増減率      2.36%) 

 そ   の   他        (賦課徴収費、運営協議会費等) 3,247 (増減率    △4.84%) 

保 険 給 付 費         2,028,887 (増減率     0.22%) 

 療 養 給 付 費          1,739,554 (増減率    △0.52%) 

 療   養   費          16,375 (増減率     0.58%) 

 審 査 支 払 手 数 料  5,486 (増減率    △8.17%) 

 高 額 療 養 費          257,366 (増減率     6.81%) 

 移   送   費         100 (増減率   △50.25%) 

 出 産 育 児 一 時 金        （500×15 件） 7,500 (増減率   △25.00%) 

 支 払 手 数 料 5 (増減率      0.00%) 

 葬   祭   費        （ 50×50 件) 2,500 (増減率     0.00%) 

 傷 病 手 当 金 1 (増減率      0.00%) 

国民健康保険事業費納付金  821,367 (増減率    △5.75%) 

医療給付費分  525,660 (増減率    △8.71%) 

後期高齢者支援金等分  214,159 (増減率      0.00%) 

介護納付金分  81,548 (増減率      0,00%) 

公 債 費  100 (増減率      0.00%) 

 一時借入金利子  100 (増減率      0.00%) 

そ の 他       （保健事業費、諸支出金等) 40,489 (増減率    △0.08%) 

予 備 費          6,962 (増減率    △2.59%) 

＜繰 入 金  329,619＞   

 一般会計繰入金 201,619 (増減率    △1.75%) 

  保険基盤安定繰入金 138,320 (増減率    △0.66%) 

  （保険料軽減分） 87,478 (増減率    △0.64%) 

  （保険者支援分） 50,842 (増減率    △0.70%) 

  未就学児均等割保険料繰入金 1,000 (増減率      0.00%) 

  産前産後保険料繰入金 200 (増減率       皆増) 

  職員給与費等繰入金 46,864 (増減率    △2.52%) 

  出産育児一時金繰入金 5,000 (増減率   △24.99%) 

  財政安定化支援事業繰入金 10,235 (増減率     0.00%) 

 運営準備基金繰入金 128,000 (増減率  8.11%) 
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（単位 千円） 

 
介  護  保  険  事  業             

特   別   会   計             

 

３，００４，１５０ 

 

 第１号被保険者（見込み） 9,725 人    

     

（ 保 険 事 業 勘 定 ）   3,003,000 (増減率    0.64%) 

総 務 費    82,315 (増減率     15.92%) 

 総 務 管 理 費  62,680 (増減率     21.78%) 

 そ の 他 19,635 (増減率      0.49%) 

 （徴収費、介護認定審査会費等）   

保 険 給 付 費   2,761,458 (増減率    △0.42%) 

 介護サービス等諸費 2,550,960 (増減率    △0.24%) 

 介護予防サービス等諸費 88,352 (増減率      6.84%) 

 高額介護サービス等費 66,495 (増減率    △1.47%) 

 高額医療合算介護サービス等費 9,136 (増減率    △3.24%) 

 特定入所者介護サービス等費 44,155 (増減率   △17.87%) 

 その他諸費（審査支払手数料） 2,360 (増減率    △5.49%) 

地域支援事業費  125,504 (増減率      5.35%) 

 介護予防・生活支援サービス事業費 60,835 (増減率    16.58%) 

 一般介護予防事業費 3,689 (増減率   △27.67%) 

 包括的支援事業等費 60,822 (増減率    △1.39%) 

 その他諸費（審査支払手数料） 158 (増減率    △6.51%) 

公 債 費     100 (増減率      0.00%) 

諸 支 出 金   1,051 (増減率      0.00%) 

予 備 費   32,572 (増減率     65.27%) 

     

＜繰 入 金＞    

一般会計繰入金  481,992 (増減率      0.29%) 

 介護給付費繰入金 345,182 (増減率    △0.42%) 

 
地域支援事業繰入金 
（介護予防・日常生活支援総合事業） 

19,787 
8,085 

(増減率     3.90%)  
(増減率    12.59%) 

 （包括的支援事業・任意事業） 11,702 (増減率    △1.37%) 

 職員給与等繰入金 57,986 (増減率     24.24%) 

 事務費繰入金 24,272 (増減率    △0.11%) 

 低所得者保険料軽減繰入金 34,765 (増減率   △20.88%) 

     

（介護サービス事業勘定）   1,150 (増減率    0.00%) 

介護予防支援事業等費   44 (増減率      0.00%) 

予 備 費   1,106 (増減率      0.00%) 
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（単位 千円） 

 
後 期 高 齢 者 医 療 

特 別 会 計 

 

６０５，０００ 

 

 対象者（見込み） 5,892 人     

       

総 務 費   2,750 (増減率    13.12%) 

 一 般 管 理 費 1,576 (増減率  29.29%) 

 徴 収 費  1,174 (増減率 △3.14%) 

    

後期高齢者医療広域連合納付金  599,787 (増減率    18.50%) 

     

諸 支 出 金   863 (増減率    13.11%) 

     

予 備 費     1,600 (増減率   151.18%) 

     

＜繰 入 金＞    

 一般会計繰入金  111,185 (増減率    12.47%) 

  事務費繰入金  2,721 (増減率  13.28%)  

  保険基盤安定繰入金  108,464 (増減率  12.45%)  
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公 営 企 業 会 計             

（単位 千円） 

         水 道 事 業 会 計             

 

７４２，０００ 

 

給 水 戸 数          11,542 戸   

年 間 総 給 水 量         3,984,882ｍ3   

一 日 平 均 給 水 量         10,917ｍ3   

    

水 道 事 業 費 用          411,000 (増減率  0.61%) 

営 業 費 用        368,675 (増減率    1.60%) 

営 業 外 費 用        40,645 (増減率   △6.60%) 

予 備 費        1,680 (増減率  △20.38%) 

       

資 本 的 支 出          331,000 (増減率 △8.56%) 

建 設 改 良 費        132,985 (増減率  △15.57%) 

企業債償還金  196,746 (増減率   △3.16%) 

予 備 費        1,269 (増減率   △4.87%) 

       

主 要 工 事             

 浄水場整備工事     

  遠方監視装置等整備工事ほか 37,400   

配水管整備工事   80,000   

６件 延長 535.0ｍ    

固定資産購入   11,231   

配水池水位計の購入ほか     
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（単位 千円） 

          温 泉 事 業 会 計 

 

２７３，２００ 

 

給 湯 戸 数  233戸   

年 間 総 給 湯 量 701,987ｍ 3   

一 日 平 均 給 湯 量 1,923ｍ 3   

     

温 泉 事 業 費 用   209,200 (増減率 2.80%) 

営 業 費 用  201,324 (増減率   2.51%) 

営 業 外 費 用  7,416 (増減率  31.89%) 

  予 備 費  460 (増減率 △68.94%) 

    

資 本 的 支 出   64,000 (増減率 6.67%) 

建 設 改 良 費  51,810 (増減率  28.44%) 

企業債償還金  10,911 (増減率 △38.73%) 

予 備 費  1,279 (増減率 △31.05%) 

      

主 要 工 事      

源泉設備工事   11,990   

湯河原第179号泉（町営６号源泉）改修工事ほか  

流入設備工事 1,650   

集湯施設（宮上地内）改修工事    

送湯及び給湯設備工事   33,770   

町営温泉集中管理給湯システム遠方監視装置改修 

工事ほか 
  

固定資産購入     4,400   

電磁式流量計ほか   
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（単位 千円） 

      下 水 道 事 業 会 計 

 

１，４５１，０００ 

 

処 理 区 域 面 積          427ha   

年 間 総 処 理 水 量         2,941,592ｍ3   

一日平均処理水量         8,059ｍ3   

    

下水道事業費用           1,047,000 (増減率   △1.04%) 

営 業 費 用        980,500 (増減率   △2.73%) 

営 業 外 費 用        64,960 (増減率   34.18%) 

予 備 費        1,540 (増減率   △3.08%) 

     

資 本 的 支 出            404,000 (増減率   △46.72%) 

建 設 改 良 費        119,400 (増減率  △73.50%) 

企業債償還金  272,714 (増減率  △7.71%) 

基    金  10,000 (増減率    0.00%) 

予 備 費        1,886 (増減率  △12.89%) 

      

主 要 工 事               

 管渠建設改良                       2 5,000 

 補助事業       延長 100.0ｍ        12,000 

 単独事業       延長  20.0ｍ         3,000 

  公共桝設置工事                   4,000 

  鍛冶屋マンホールポンプ更新工事           6,000 

 処理場建設改良                      9 2 ,500 

  監視制御設備等実施設計委託             12,500 

  水処理設備等改良工事               80,000 

 固定資産購入                       1,900 

  水質分析用備品 


